
二 十 三 高 齢

者 保 健 福 祉

施 策 の 推 進

に 要 す る 経

費 が あ る こ

と 。

次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額 と す る 。 二 十 三 高 齢

者 保 健 福 祉

施 策 の 推 進

に 要 す る 経

費 が あ る こ

と 。

次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額 と す る 。

算式 算式
（Ａ＋Ｂ）×05 （Ａ＋Ｂ）×05
算式の符号 算式の符号
Ａ 老人短期入所施設、デイサービスセンター、在宅介護支援センター、特
別養護老人ホーム、ケアハウス、高齢者生活福祉センター又は老人訪問看
護ステーションの施設の整備事業に要する経費の財源に充てるため平成16
年度までに借り入れた地方債（厚生福祉施設整備事業債、社会福祉施設整
備事業債又は介護サービス施設整備事業債に限る。）の当該年度における元
利償還金のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとして総務大臣が調
査した額

Ａ 老人短期入所施設、デイサービスセンター、在宅介護支援センター、特
別養護老人ホーム、ケアハウス、高齢者生活福祉センター又は老人訪問看
護ステーションの施設の整備事業に要する経費の財源に充てるため平成16
年度までに借り入れた地方債（厚生福祉施設整備事業債、社会福祉施設整
備事業債又は介護サービス施設整備事業債に限る。）の当該年度における元
利償還金のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとして総務大臣が調
査した額

Ｂ 平成17年３月31日までに、老人短期入所施設、デイサービスセンター、
在宅介護支援センター、特別養護老人ホーム、老人保健施設、ケアハウス、
高齢者生活福祉センター若しくは老人訪問看護ステーションの施設を整備
し、又は介護サービス関連施設緊急整備事業（特別養護老人ホーム等の居
室改善事業又は小規模特別養護老人ホームの新設事業等をいう。以下同
じ。）を実施した社会福祉法人等に対して当該道府県が行う当該年度におけ
る利子補給に要する経費のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとし
て総務大臣が調査した額

Ｂ 平成17年３月31日までに、老人短期入所施設、デイサービスセンター、
在宅介護支援センター、特別養護老人ホーム、老人保健施設、ケアハウス、
高齢者生活福祉センター若しくは老人訪問看護ステーションの施設を整備
し、又は介護サービス関連施設緊急整備事業（特別養護老人ホーム等の居
室改善事業又は小規模特別養護老人ホームの新設事業等をいう。以下同
じ。）を実施した社会福祉法人等に対して当該道府県が行う当該年度におけ
る利子補給に要する経費のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとし
て総務大臣が調査した額

二 十 四 離 島

に お け る 港

湾 の 旅 客 上

屋 の 建 設 改

良 に 要 す る

経 費 が あ る

こ と 。

離 島 に お け る 港 湾 の 旅 客 上 屋 の 建 設 改 良 に 要 す る 経 費 の 財 源 に 充 て る た め 借

り 入 れ た 地 方 債 の 当 該 年 度 に お け る 元 利 償 還 金 の 財 源 に 充 て る た め 一 般 会 計 か

ら 港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 に 繰 り 入 れ た 額 （ 当 該 元 利 償 還 金 の う ち 特 別 交 付 税 の

算 定 の 基 礎 と す べ き も の と し て 総 務 大 臣 が 調 査 し た 額 に 〇 ・ 五 を 乗 じ て 得 た 額

の 範 囲 内 に 限 る 。 ） に 〇 ・ 八 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。

二 十 四 離 島

に お け る 港

湾 の 旅 客 上

屋 の 建 設 改

良 に 要 す る

経 費 が あ る

こ と 。

離 島 に お け る 港 湾 の 旅 客 上 屋 の 建 設 改 良 に 要 す る 経 費 の 財 源 に 充 て る た め 借

り 入 れ た 地 方 債 の 当 該 年 度 に お け る 元 利 償 還 金 の 財 源 に 充 て る た め 一 般 会 計 か

ら 港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 に 繰 り 入 れ た 額 （ 当 該 元 利 償 還 金 の う ち 特 別 交 付 税 の

算 定 の 基 礎 と す べ き も の と し て 総 務 大 臣 が 調 査 し た 額 に 〇 ・ 五 を 乗 じ て 得 た 額

の 範 囲 内 に 限 る 。 ） に 〇 ・ 八 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。

二 十 五 病 院

事 業 に 係 る

追 加 費 用 の

負 担 に 要 す

る 経 費 が あ

る こ と 。

次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額 か ら 当 該 都 道 府 県 の 普 通 交 付 税 に 関 す る 省 令 第

九 条 第 一 項 に 規 定 す る 密 度 補 正 に 用 い る 密 度 の 算 定 の 基 礎 と し て 同 項 の 表 都 道

府 県 の 項 第 八 欄 第 二 号 に 規 定 す る 病 床 の 数 に 四 三 、 四 〇 〇 円 を 乗 じ て 得 た 額 及

び 特 例 病 床 の 数 に 二 〇 、 一 〇 〇 円 を 乗 じ て 得 た 額 の 合 算 額 を 控 除 し て 得 た 額 （ 当

該 額 が 負 数 と な る と き は 、 零 と す る 。 ） と す る 。

二 十 五 病 院

事 業 に 係 る

追 加 費 用 の

負 担 に 要 す

る 経 費 が あ

る こ と 。

次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額 か ら 当 該 都 道 府 県 の 普 通 交 付 税 に 関 す る 省 令 第

九 条 第 一 項 に 規 定 す る 密 度 補 正 に 用 い る 密 度 の 算 定 の 基 礎 と し て 同 項 の 表 都 道

府 県 の 項 第 八 欄 第 二 号 に 規 定 す る 病 床 の 数 に 四 八 、 二 〇 〇 円 を 乗 じ て 得 た 額 及

び 特 例 病 床 の 数 に 二 二 、 二 〇 〇 円 を 乗 じ て 得 た 額 の 合 算 額 を 控 除 し て 得 た 額 （ 当

該 額 が 負 数 と な る と き は 、 零 と す る 。 ） と す る 。

算式 算式
（Ａ－Ｂ×11）×110000円

    

（Ａ－Ｂ×11）×131000円

    算式の符号 算式の符号
Ａ 前年度の３月31日現在における当該道府県の病院職員数（当該道府県又
は当該道府県が加入する一部事務組合等が地方独立行政法人法第六条第三
項に規定する設立団体である同法第八十一条に規定する公営企業型地方独
立行政法人が経営する病院の職員数を含む。）として総務大臣が調査した数

Ａ 前年度の３月31日現在における当該道府県の病院職員数（当該道府県又
は当該道府県が加入する一部事務組合等が地方独立行政法人法第六条第三
項に規定する設立団体である同法第八十一条に規定する公営企業型地方独
立行政法人が経営する病院の職員数を含む。）として総務大臣が調査した数

Ｂ 昭和38年３月31日現在における当該道府県の病院職員数として総務大臣
が調査した数

Ｂ 昭和38年３月31日現在における当該道府県の病院職員数として総務大臣
が調査した数

二 十 六 渡 船

場 に 要 す る

経 費 が あ る

こ と 。

当 該 年 度 に お け る 渡 船 場 （ 道 路 法 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 百 八 十 号 ） 第 二 条 に

規 定 す る 道 路 に 該 当 す る も の に 限 る 。 以 下 同 じ 。 ） の 維 持 管 理 に 要 す る 経 費 か ら

特 定 財 源 の 額 を 控 除 し た 額 に 〇 ・ 六 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。

二 十 六 渡 船

場 に 要 す る

経 費 が あ る

こ と 。

当 該 年 度 に お け る 渡 船 場 （ 道 路 法 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 百 八 十 号 ） 第 二 条 に

規 定 す る 道 路 に 該 当 す る も の に 限 る 。 以 下 同 じ 。 ） の 維 持 管 理 に 要 す る 経 費 か ら

特 定 財 源 の 額 を 控 除 し た 額 に 〇 ・ 六 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。

令
和
元
年


月


日
水
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報





		2019-12-10T15:08:56+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	（なし）




